
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制作：5G反対同盟 



2019年 4月 11日発刊 

 
 

5G（電磁波）の危険性。 

その事実を伝えた東京新聞の勇気 
 

電磁波の危険性はかねてより知られてはいるが、あまり広まっていない。 

なぜならマスコミがそれについて決して触れないからだ。 

 

携帯電話端末や電子レンジをはじめとする電磁波を発する機器や機械はすでに

我々の暮らしに浸透している。それ故に市場原理・儲け第一に立脚した企業や

官僚の政策が、電磁波に触れることのタブーとなった。 

 

現在、普及に向かっている 5G（ファイブジー）もまた例外ではない。 

5Gの危険性についての具体的な内容はすでに、るいネットにも紹介されている。 

 

 ・5G導入をベルギーが見送り決定！ 

  「市民はモルモットではない」環境相が断言 

 

 ・5G電波を使うと、マイクロ波による人体の制御が可能になる 
 

 

 



そして東京新聞が紙面でこの危険性について先日、記事を掲載した。 

マスコミにおいてタブー視されていた電磁波問題に風穴を開けた。 

 

その内容について紹介したい。以下、こちらからの引用です。 

 
 

5Gが “電磁波問題” として新聞記事に！ついにタブーを破った東京新聞！ 

 

ついにこの時が来た！“電磁波問題” は十数年にわたって新聞をはじめとする

大手マスコミが決して触れてはならない “タブー” であった。 

 

しかし、東京新聞が 4月 11日の朝刊で、ついにこのタブーを破った。 

昨年１０月にスマートメーター問題を日本の新聞で初めてて取り上げだした、

スマートメーターの “発火の危険” から、問題は “電磁波の危険” に展開

するかもしれないと漠然と期待していた。「こちら特報部」 の記事には権力や

大企業に忖度しない切れ味があったからだ。今どきの新聞としては考えられな

いほどの公正さと客観性と批判精神を感じたのだ。電磁波問題を避けて通るよ

うには思えなかったからだ。 

 

今回のこの 「こちら特報部」 の “電磁波問題としての 5G（ファイブジー）” 

の報道じたいが “日本の新聞史上、特筆すべき事件” なのである。 

この事件を解説させていただこう。 

 

 

 

 



問題の記事は、「こちら特報部」 の見開きの構成である。 

 

 
 

白抜きの 「潜む電磁波の影響」 という見出しがタテにあり、そして、それに

呼応するかたちで 「新たな健康被害懸念」 という見出しがヨコから刺さって

いる。大きな活字の 「電磁波」 が新聞の見出しに現れたのは、１７年ぶりで

ある。 

 

前回は→ 2002年 「電磁波 健康に影響」 

     



しかし、今回の東京新聞では、決して電磁波が危険だと決めつけているのでは

なく、あくまでも、４G の１００倍といわれる 5G の電磁波の “安全性” を

問うかたちである。 

 

記事の右半分を総務省や携帯電話会社による 5Gの触れ込みの解説に充て、 

左側で批判的に吟味している。 

     
 

5Gについては、最近他紙もさまざまな解説をしているが、そのほとんどは総務

省や携帯電話会社による “バラ色の前宣伝” の受け売りに終わっている。 

 

     朝日新聞（2019年 4月 11日）「日本でも 5G時代の幕が開ける」 

 



 

夢のように便利で快適な社会を約束する “いいことずくめの 5G”  

・・・ その “おかみと財界による大合唱” に対して、日本の大方のマスコミ

は結局、何ら批判的視点や懐疑的視点を持ち得ていないという情けなさである。 

 

いっぽう、東京新聞は 5G 導入に伴う “さらに強くなる電磁波” について、

さまざまな切り口で吟味しつつ、“実に常識的な懸念” を表明している。 

 

    
 

そもそも２時間の映画１本をスマホにダウンロードするのにたった３秒しかか

からないほどのパワーをもつ電磁波が、そのスマホを持つ人間の身体や脳に何

の影響も与えないわけがないのだ。 

何の影響もないように思っているのは、単に電磁波が目に見えないからだ。 

目に見えなければ安全ならば、放射線だって目に見えない。放射線も電磁波も

同じ “電磁放射線” である。目に見える上っ面だけでの判断が今の日本人の

常識になっているのではないか？ 



海外の事例は、特に有益である。 

日本のようにマスコミが “電磁波問題” について固く沈黙している国は、 

先進諸国では他に例がないからだ。“電磁波問題” は欧米諸国のマスコミでは

しばしば話題に取り上げられている。あの NEWSWEEKでさえ、スマホの電磁

波の危険性を取り上げているのだ。 

 
      電磁波問題とマスコミ （１） NEWSWEEK：スマホの電磁波でガンになる？ 

    
 

日本では、おかみ（総務省）と金持ち（大企業）に忖度する “卑屈なジャーナ

リズム” に国民もあまりに慣らされてしまっていないだろうか？ 

 

● 「便利になるんならいいんじゃないか」 と安易に歓迎していないだろうか？ 

 

● ひとが電磁波を問題にすると、 

 「そんなに電磁波が嫌なら、無人島で暮らすしかないでしょ」  

  と思っていないだろうか？ 

 

● 目に見えない電磁波を危険視すると、オカルト扱いしていないだろうか？ 

 

● 電磁波過敏症のひとを 「気のせいじゃないの」 と思っていないだろうか？ 

 

● “目先の便利さや快適さ” ばかりを追求して、“潜在的で大規模な災厄” を  

  直視することを避けていないか？  

 

東京新聞のやっている、ジャーナリズムとして本来当たり前な、  

“公正で中立的な報道、客観的で批判的な解説記事” は、政府や財界の太鼓持

ちになり下がって、腐りきった新聞や週刊誌の中にあって、実に新鮮に感じら

れてしまう。 

 



週刊誌も “国民に知らせるべき緊急性のある本当に重要なテーマ” （電磁波

問題、愛子様問題等々） は“障らぬ神に祟りなし” で一貫して避けながら、

重要性のずっと低いテーマばかりを、さも最重要であるかのように書き立てて

いる。結果的には、重要な問題の隠蔽に貢献しているということだ。 

「新聞購読数の激減」 とか 「ネットで十分」 とは言っても、 “世の中の動

きに対する判断の拠り所” として、やはり国民は “新聞という公器” に今で

も期待しているところがあるのだ。 

 

もちろん東京新聞とてすべてにおいて完璧というわけではない。非常に残念な

記事もある。しかし、新聞にはまだまだできることがあることをはっきり示し

ている。政府や財界の顔色を窺うばかりが能じゃない。 

「新聞離れ」 が言われて久しいが、スマートメーター問題の記事以来、東京新

聞には、 “新聞というものの復活の可能性” を感じさせられる。 

こんなかたちで “新聞” が息を吹き返すとは夢にも思わなかった。 
a 

        
 

東京新聞は必然的に政府や財界から嫌われ、大口のスポンサーもいくつか失う

ことになるだろう。しかし、東京新聞は “ジャーナリストとしてのプライド” 

は失ってはいない。 

 

日常的にマスコミの情報に観念支配されているという自覚は重要なステップ。 

その上で事実を追求し共認していくことが事実を確信に変え、社会を変えてい

く行動を起こす勇気をもたらしてくれる。 
 

引用：「日本を守るのに右も左もない」 
http://u0u1.net/RRgx 


